
参考資料 Ⅰ 

平成 17 年度障害保健福祉関係予算 ( 案 ) の概要 

平成 1 6 年Ⅰ 2 月 

障害保健福祉部 

6, 9 4 2 ィ意円 

7, 5 3 24 竜門 

5 9 0 市急用 

( 対前年度比 8. 5% 増 ) 

平成 1 6 年度予算 

平成 1 7 年度予算 ( 案 ) 

差別 増 ▲ 減 

新たな障害保健福祉施策体系の 構築 

障害者施策については ，障害者の地域における 自立した生活を 支 

援する体制を 整備するため、 障害の種類に 関わりなく福祉サービス 

を 一元化することや、 障害者の就労の 支援、 費用の公平な 負担など 

を 柱とする制度の 抜本的な見直しを 行う。 



檸寄傑健複 % 施策の抜 オ 的な 克直 Ⅱ 

障害保健福祉施策については、 障害者の地域における 自立した生活を 支援する体制をよ 
り 強固なものとするため、 
①障害保健福祉施策の 総合化 
②自立支援型システムへの 転換 

③制度の持続可能性の 確保 
といった視点から、 制度の抜本的な 見直しを行い、 現行の制度的な 課題の解決を 図るとと 
もに、 新たな障害保健福祉施策体系を 構築する。 

直しの主なポイン 

Ⅰ障害者の福祉サ ーヒ スを「一元化 ュ 

( サービス提供主体を 市町村に一元化。 障害の種類 ( 身体障害、 知的障害、 精神障害 ) に 

かかわらず、 障害者の自立支援を 目的とした共通の 福祉サービス は 共通の制度により 提 

供 。 ) 側 
( 一般就労へ移行することを 目的とした事業を 創設するなど、 働く意欲と能力のあ る障害者 
が企業等で働けるよう、 福祉側から支援。 ) 

3 地域の眼られた 社会資源を活用できるよ う 「規制緩和」 

( 市町村が地域の 実情に応じて 障害者福祉に 取り組み、 障害者が身近なところでサービス 
が利用できる よう、 空き教室ゃ空き 店舗の活用も 視野に入れて 規制を緩和する。 ) 

4  公平なサービス 利用のためのⅠ 手   きや 基，の透   Ⅰ ヒ、     ィヒ   

( 支援の必要度合いに 応じてサービスが 公平に利用できる よう 、 利用に関する 手続きゃ基 

準を透明化、 明確化する。 ) 

5    大する百社サ ーヒ ス   の     を   で     し   え ムラ仕組みの   化 

(1) 利用したサ ーヒ スの 且 や     に応じた「公平な   担   
( 障害者が福祉サービス 等を利用した 場合に、 食費等の実費負担や 利用したサービス 
の量等や所得に 応じた公平な 利用者負担を 求める。 この場合、 適切な経過措置を 設 
ける。 ) 

(2)    の「   放   任の 明   化   
( 福祉サービス 等の費用について、 これまで国が 補助する仕組みであ った在宅サービス 
も含め、 国が義務的に 負担する仕組みに 改める。 ) 
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け 7 年度予算案に 盛り込んだ主な 見直し関連事 呵 

0 障害者の自立支援のための 居宅生活支援サービス 等の充実 
3, 8 87 億円 

障害者が身近な 地域で自立した 生活を送れるよう、 居宅生活支援サービスの 推進を 
図る。   

0 障害に係る医療の 給付 ( 公費負担医療 ) 7 40 億円 

精神障害者通院公費、 更生医療、 育成医療の良質かっ 適切な医療の 効果的な提供 

米 福祉サービス 及 び 公費負担医療に 関する利用者負担の 見直し 
，在宅と施設のバランスの 観点から、 食費等の実費 は 利用者の負担とする。 
・障害者個人を 給付対象とする 福祉サービス 及び公費負担医療に 係る利用者の 負担は 、 
サービスの 量 ，医療費と所得に 応じた負担とする。 

・公費負担医療については、 対象者の重点化を 図る。 
・負担の激変を 緩和するため、 食費等の実費負担や 福祉サービス 及び公費負担医療に 係 
る 利用者負担について、 適切な経過措置を 講じる。 

米国の財政責任の 明確化 
・市町村が実施し、 障害者個人を 給付対象とする 福祉サービス 等の費用について、 在宅 
サービス、 施設サービスを 通じて、 国が義務的に 負担する仕組みに 改める。 

0 障害者の就労支援の 推進 Ⅰ 0 8 億円 

障害者就業・ 生活支援センタ 一の 増 、 小規模作業所の 育成等と就労支援の 推進等 
を 図る。 

0 障害者の社会参加等の 推進 2 7 6 ィ意円 

0 発達障害に対する 支援 7 億円 
平成 1 6 年 1 2 月に成立した「発達障害者支援法」 ( 平成 1 7 年 4 月施行 ) を推進す 

るためのモデル 事業の実施せ、 自閉症・発達障害者支援センタ 一の拡充を図る。 

関連する法整 

次期通常国会に、 予算関連法案として「障害者自立支援給付法 ( 仮称 ) 」を 

提出。 

目 
0  利用者負担の 見直しに関する 事項のうち公費負担 E 療にかかるもの 1 7 年 1 0 月 

0 国 等の負担 ( 義務的負担化 ) に関する事項及び 利用者負担の 見直しに関する 事項の 

う ち福祉サービスにかかるもの 1 8 年Ⅰ 月 

0 新たな施設・ 事業体系への 移行に関する 事項 ] 8 年 ] 0 月 
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重 要 事 項 

ⅡⅠⅠ 居宅生活支援サービス 等の推進 (6% 
3, 509 億円 づ 3. 887 億円 (378 億円 ) 

支援 費等 

①居宅生活支援 

②施設訓練等支援 等 

2 就労支援の充実 (8 剤 

94 億円 づ 108 億円 (14 億円 ) 

壷 (1) 小規模作業所への 支援の充実強化事業 

壷 (2) 重度障害者在宅就労促進特別事業 ( バーチャル工房支援事業 ) 

(3) 障害者就業・ 生活支援センタ 一事業 

3 達 障害に対する 支援 (9 剤 
3 億円 づ フ億円 (4 億円 ) 

⑳ (1) 発達障害者支援体制整備事業 

(2) 自閉症・発達障害支援センター 運営事業 

(3) 研修及び普及啓発等 



4 ノ ㌧ 方 の   (10 頁 ) 

276 億円 づ 276 億円 (0 億 H) 

(1) 障害者自立支援・ 社会参加総合推進事業 

(2) 補装具給付事業 

(3) 日常生活用具給付等事業 

く ]1 頁 Ⅰ 

807 億円 づ 956 億円 (149 億 H) 

(1) 精神障害者の 社会復帰対策の 推進 

(2) 良質かっ適切な 精神医療の効率的な 提供 

(3) 心神喪失等の 状態で重大な 他書行為を行った 者に関する 

医療体制の整備 

6  その他の主な 施策 (14 尾 

2. 366 億円 づ 2. 407 億円 (4] 億円 ) 

(1) 医療 ( 更生医療、 育成医療 ) の公費負担 

(2) 手当等の給付 

壷 (3) 知的障害児 ( 者 ) 基礎調査 
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]  居宅生活支援サービス 等の推進 
350.919 百万円 4  388.676 百万円 (37.757 百万円 ) 

障害者が身近な 地域で自立した 生活を送れるよう、 居宅介護等事業 ( ホームヘル 

プ ) 、 地域生活援助事業 ( グループホーム ) 等の居宅生活支援サービスの 推進を図 

る 。 

(1 ) 支援 費 

( ア ) 居宅生活支援 費 ( 平成 ] 8 年 1 月から義務的経費化 ) 

60. 188 百万円 ～ 93.009 百万円 (32.821 百万円 ) 

( 義務的経費 16.112 百万円を含む ) 

( i ) 居宅介護等事業 ( ホームヘルプサービス ) 

( Ⅱ ) 短期入所事業 ( ショートステイ ) 

( Ⅲ ) 日帰り介護事業 ( デイサービス ) 

(iv) 地域生活援助事業 ( グループホーム ) 

[ 居宅生活支援費の 運用上の工夫等について ] 

適正な運用を 図るため、 以下の見直しを 行 う 。 

0 ホームヘルプサービス ( 平成 ] 7 年 4 月実施 ) 

・ 身体介護及び 移動介護 ( 身体介護を伴う ) の長時間利用時におけ 

る加算単価の 見直し 

・ 知的障害者の 長時間利用類型の 新設 

0 制度改正に伴う 利用者負担の 見直し ( 平成 ] 8 年 ] 月 実施 ) 

・ 応接負担、 食費の自己負担化 

上記の他、 更なる適正化に 向けて必要な 見直しを行 う 。 

( イ ) 施設訓練等支援 費 

287.118 百万円 4  290.165 百万円 (3,047 百万円 ) 

( i ) 身体障害者施設 

廉謹施設、 更生施設、 授産施設、 通所授産施設 

( Ⅱ ) 知的障害者施設 

更生施設、 授産施設、 通所授産施設、 通勤 寮等 

[ 施設訓練等支援費の 運用上の工夫等について ] 

0 実態を踏まえた 支援 費 基準額の見直し ( 平成 ] 7 年 4 月実施 ) 

0 制度改正に伴う 利用者負担の 見直し ( 平成 ] 8 年 ] 月 実施 ) 

・応接負担、 食費等の自己負担化 

・知的入所施設の 医療費の自己負担化 
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壷 (2) 障害児タイムケア 事業 

0 百万円 づ 805 百万円 (805 百万円 ) 

障害のあ る中高生の放課後等の 活動の場の確保及び 保護者の就労支援と 障害児 

を 日常的にケアしている 家族の一時的な 休息を目的とし、 テイサービス 事業所や 

小学校等の空き 教室を利用した 中高生障害児の 預かり等のサービスを 実施する。 

(3) 障害者地域生活推進特別モデル 事業 
578 百万円 づ 399 百万円 (A179 百万円 ) 

施設に入所している 障害者の地域生活移行 & び 在宅の障害者の 地域生活支援を 

積極的に促進するため、 都道府県が市町村を 指定し、 都道府県の調整のもとに 障 

害者の地域生活のための 支援 費 対象サービス 利用等の相談、 利用援助及び 住居、 

活動の場の確保についての 支援等を総合的に 行う。 

(4) 支援 費 事業経営実態 謂 蚕事業 
40 百万円 4  226 百万円 (186 百万円 ) 

支援 費 基準額の見直しのために 必要な基礎資料として、 各支援 費 事業の経営等 

の実態を平成 ] 6 年度、 ] 7 年度の 2 か 年計画で調査する。 
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2  就労支援の充実 
9,388 百万円 づ 10,800 百万円 (1.412 百万円 ) 

う ち 他 施策重複分 等 695 百万円～ 790 百万円 (95 百万円 ) 

障害者福祉施策と 雇用施策の連携及 び 福祉部門における 就労支援の充実などによ 

り ・障害者の働くことを 支援する。 

壷 (]) 小規模作業所への 支援の充実強化事業 

0 百万円 ～ 353 百万円 (353 百万円 ) 

自立支援、 就労支援等の 機能の向上を 図りっ つ、 新たな施設類型への 移行等を 

図るため、 小規模作業所への 支援を充実強化し、 地域での障害者の 就労支援を促 

進させる。 ( 全国 47 か 所で実施 ) 

壷 (2) 重度障害者在宅就労促進特別事業 ( パーチャル工房支援事業 ) 

0 百万円 づ 50 百万円 (50 百万円 ) 

在宅の障害者に 対して、 情報機器やインターネットを 活用し、 在宅で就労する 

ための訓練等の 支援を行 う 事業者 ( バーチャル工房 ) に対する補助事業を 創設す 

る。 ( 全国 ] 0 か 所で実施 ) 

(3) 障害者就業・ 生活支援センタ 一事業 
817 百万円 4  1,023 百万円 (206 百万円 ) 

地域の障害者の 職業生活における 自立支援を図るため、 身近な地域において 雇 

用 、 保健福祉、 教育等の関係機関のネットワークを 形成し、 障害者の就業面及び 

生活面で一体的な 支援を行 う 。 (80 か所 490 か所 (10 か斬り 

(4) 小規模通所授産施設 
4,155 百万円 づ 4.930 百万円 (775 百万円 ) 

(5) 小規模作業所 
2,481 百万円 づ 2,481 百万円 (0 百万円 ) 

(6) 福祉工場 
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4  社会参加等の 促進 
27.578 百万円～ 27,577 百万円 (H1 百万円 ) 

障害のあ る人が社会の 構成員として 地域で共に生活できるよう ，また、 自己表現、 

自己実現、 社会参加を通じて 生活の質的向上が 図れるよう、 障害者自立支援・ 社会 

参加総合推進事業や 補装具給付事業等を 推進する。 

(]) 障害者自立支援・ 社会参加 % 台推進事業 
4,800 百万円 づ 4.500 百万円 (A300 百万円 ) 

障害者 1 下 総合推進事業、 身体障害者補助犬の 育成や視聴覚障害者の 情報・ コ 

ミュニケーション 支援事業など、 障害者の社会参加推進のための 事業を総合的に 

推進する。 

(2) 補装具 拾付 事業 
17,872 百万円 づ 18,085 百万円 (213 百万円 ) 

身体障害者及び 身体障害児の 失われた身体部位、 損なわれた身体機能を 代償、 

補完する用具 ( 補装具 ) の交付又は修理を 行 う 。 

・遮光眼鏡の 給付対象者の 拡大 ( 網膜色素変性症の 者に加え、 白子 症 等の者も 

対象とする ) 

・修理基準の 見直し ( 消耗品の廃止 ) 

・厚生年金保険事業 ( 整形外科療養 ) の廃止に伴う 増 

・市町村民税非課税世帯からの 費用徴収 ( 平成 ] a 年 ] 月から実施 ) 

(3) 日常生活用具 拾付 善事業 
2,205 百万円 づ 2.385 百万円 (180 百万円 ) 

日常生活を営むのに 著しく支障のあ る在宅の重度障害者等に 対し、 特殊寝台等 

0 日常生活用具を 給付又は貸与する 等により、 日常生活の便宜を 図る。 

・市町村民税非課税世帯からの 費用徴収 ( 平成 ] a 年 ] 月から実施 ) 

(4) 障害者スポーツ・ 文化芸術活動 振 異事業 
96 百万円 づ 91 百万円 (A5 百万円 ) 

・全国障害者スポーツ 大会の開催 

・障害者芸術・ 文化祭の開催 

(5) 身体障害者福祉促進事業委託 費 

515 百万円 づ 469 百万円 WA46 百万円 ) 

視聴覚障害者の 情報・コミュニケーション 支援事業であ る点字図書の 製作や楳 

準 手話の研究等を 関係団体に委託して 行う。 

(6) 高度情報通信福祉事業 
149 百万円 づ 132 百万円 (A17 百万円 ) 

インターネットを 活用して全国の 点字図会情報や 日々のニュース、 様々な福祉 

関連情報を提供する。 

Ⅰ 0 
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( ウ ) 地域精神保健福祉対策の 推進 

986 百万円 ～ 1.518 百万円 (532 百万円 ) 

( i ) 地域精神保健福祉特別対策 

96 百万円 づ 397 百万円 (301 百万円 ) 

・社会的入院解消のための 退院促進支援事業 

63 百万円 づ 162 百万円 (99 百万円 ) 

・こころの健康づくり 対策事業 

33 百万円 づ ]05 百万円 (72 百万円 ) 

壷 ・精神科救急特別対策事業 

0 百万円 づ 130 百万円 (130 百万円 ) 

救急患者対策として、 24 時間、 3 6 5 日、 地域の拠点となる 

病院 ( 精神科救急医療センタ 一 ) を整備し、 急性期に集中的な 手 

厚い E 療を提供することにより、 患者の早期退院を 図る。 

壷 ( Ⅱ ) 精神障害者社会復帰施設等実態調査事業 

0 百万円 づ 67 百万円 (67 百万円 ) 

社会復帰施設等における 報酬体系、 利用者負担体系の 見直しのため 

に必要な基礎資料として 実態を調査する。 

(2) 良質かつ適切な 精神医療の効率的な 提供 
55.052 百万円 づ 61.677 百万円 (6.625 百万円 ) 

( ァ )  措置入院費 

( イ ) 通院医療費 

( ウ ) 医療保護入院費 

(X) 精神科救急医療体制の 整備 
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(3) 心神喪失等の 状態で重大な 他 吉行為を行った 者に関する医療 

体制の整備 
2,618 百万円 づ 8.193 百万円 (5.575 百万円 ) 

うち 他 施策重複分 等 2.475 百万円 づ 229 百万円 (A2.246 百万円 ) 

心神喪失等の 状態で重大な 他書行為を行った 者に対する適切な 医療を実施する 

とともに、 指定医療横関の 運営に必要な 経費の負担、 医療従事者等の 養成研修を 

行うなど医療体制の 整備を図る。 

( ア ) 指定入院医療機関の 整備 

2.475 百万円 づ 4.527 百万円 (2.052 百万円 ) 

( イ ) 指定医療機関の 運営 

0 百万円 ～ 3.374 百万円 (3.374 百万円 ) 

（ 壷 ) 医療費 

0 百万円 づ 1.082 百万円 (1.082 百万円 ) 

寺 ( Ⅱ )  運営費 

0 百万円 づ 2.292 百万円 (2,292 百万円 ) 

( ウ ) 医療従事者等人材の 養成 

91 百万円 ～ 125 百万円 (34 百万円 ) 

( ェ ) その他の経費 

52 百万円 づ 167 百万円 (115 百万円 ) 

3
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6  その他の主な 施策 
236.601 百万円 4  240.790 百万円 (4.189 百万円 ) 

うち 他 施策重複分 等 2.710 百万円 づ 2.962 百万円 (252 百万円 ) 

(]) 医療費の公費負担 
]2.994 百万円 づ 13.869 百万円 (875 百万円 ) 

・更生医療費・ 育成医療費 寺 

(2) 手当等の拾 付 

121.181 百万円 4  123.963 百万円 (2.782 百万円 ) 

・特別児童扶養手当、 特別障害者手当等 

米 物価が上昇した 場合には、 手当額を据え 置いて段階的に 特例措置 分 ( 平成 

] 2 ～ ] 4 年度の据え置き 分 ] , 7%) を解消し・物価が 下落した場合には、 

物価スライドにより 引き下げることを 内容とした児童扶養手当の 額等の物価 

スライドの特例措置を 講ずるための 法案を次期通常国会に 提出予定。 

壷 (3) 制度改革に伴う 市町村等への 施行事務 賈等 

0 百万円 づ 731 百万円 (73] 百万円 ) 

( ア ) 制度改革に伴 う 市町村等への 施行事務費 

0 百万円 づ 537 百万円 (537 百万円 ) 

新たな仕組みの 導入に伴い、 支給決定事務で 発生する都道府県，市町村の 

事務費 は ついて補助を 行う。 
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( ウ ) 市町村支援 費 給付費実態調査 

0 百万円 づ 15 百万円 (15 百万円 ) 

平成 ] 8 年度以降のサービス 量を見込むため、 全国の利用量等を 把握する 

ための調査を 行う。 

( ェ ) 事務処理電算処理運用方式導入検討 費 

0 百万円 ～ 8 百万円 (8 百万円 ) 

市町村やサービス 提供者の事務の 簡素化・効率化等を 進めるため、 報酬請 

求事務等の外部化を 行うための検討を 行 う 。 
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( オ ) 制度普及啓発 費等 

0 百万円 づ Ⅱ百万円 ( Ⅱ百万円 ) 

( 力 ) 障害者給付認定調査員 等 事業費 等 

0 百万円 づ 138 百万円 (138 百万円 ) 

新たな仕組みの 導入に先立ち、 認定詰 査 員の研修、 支給決定等の 試行事業 

に要する経費の 補助を行う。 

壷
 

(4) 知的障害児 ( 者 ) 基礎調査 
0 百万円 づ 90 百万円 (90 百万円 ) 

知的障害児 ( 者 ) に対する施策の 一層の充実を 図るために、 知的障害児 ( 者 ) 

の 生活の実情とニーズを 把握するための 調査を実施する。 ( 無作為抽出調査、 前 

回調査 : 平成 1 2 年度 ) 

(5) 厚生井 胡 科学研究費 [ 厚生科学課一括計上 ] 
2,710 百万円 4  2.962 百万円 (252 百万円 ) 

・障害関連研究経費、 こころの健康科学研究経費、 身体機能解析，補助・ 代 

替機器開発研究経費 

(6) 国立更生援護施設の 運営費、 整備費 
9,855 百万円 づ 9,896 百万円 (41 百万円 ) 

・補助六トレーナー 育成研修事業等の 実施 ( 国立身体障害者リハ ヒ ・ り うう ョ沌ヵづ 

，高次脳機能障害支援モデル 事業 ( 国立身体障害者 抽ヒ ・ りチ ショ地力 -) 

・発達障害関係職員研修会開催経費 ( 国立秩父学園 ) 

施 設 整 備 費 
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